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・ 会社 （外国の会社を除く）、 会社以外の法人及び個人経営の事業所の本社等において

なお、 経済センサスは、 従来実施されていた事業所 ・企業統計調査とは調査手法が異

なるため、過去の事業所 ・企業統計調査との比較の際には留意してください。

平成21年経済センサス-基礎調査（確報）結果

大 分 県 の 概 要 （ 要 約 ）

この 「平成21年経済センサス - 基礎調査 （確報） 結果 大分県の概要」 は、 平成23年

6月に総務省統計局が公表した 「平成21年経済センサス - 基礎調査確報集計｣ に基づき、

大分県の事業所 ・ 企業等の状況をとりまとめたものです。

当該本社等の事業主が当該支所等の分も一括して報告する 「本社等一括調査」 の導入

・ 商業 ・法人登記簿等の行政記録の活用 等

２．

３．

４．

５． 「平成21年経済センサス - 基礎調査 」の詳しい結果については、総務省統計局のホーム

ページをご覧ください。

http://www.stat.go.jp/data/e-census/2009/kakuho/gaiyou/gaiyou.htm

平成２３年９月

大分県企画振興部統計調査課

として集計されています。

該当数字がないもの及び分母が０のため計算できないものは 「－」 で表示しました。

当該調査は平成21年７月１日現在で実施した調査のため、 「東日本大震災」 による被害

の影響は含まれていません。

平成21年経済センサス - 基礎調査 （確報） は、 調査票の欠測値や記入内容の矛盾など

について検査し、 平成18年事業所 ・企業統計調査等を基に補足訂正を行った上で結果表
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1 概況

●
●

●

（注） 以降では、 事業内容等が不詳の事業所を除いて記述する。

全国及び 全国に 全国に １事業所当たり １km
2
当たり

九州各県 占める割合 占める割合 従業者数 事業所数

（％） （％） （注１）

全 国 （注2） 6,356,329 17.0

全 国 6,043,300 100.0 62,860,514 100.0 10.4 16.2

01 北 海 道 258,041 4.3 2,535,263 4.0 9.8 3.3

02 青 森 県 68,415 1.1 608,847 1.0 8.9 7.1

03 岩 手 県 67,230 1.1 605,948 1.0 9.0 4.4

04 宮 城 県 110,209 1.8 1,120,793 1.8 10.2 15.1

05 秋 田 県 58,108 1.0 495,821 0.8 8.5 5.0

06 山 形 県 64,257 1.1 552,196 0.9 8.6 6.9

07 福 島 県 102,063 1.7 943,465 1.5 9.2 7.4

08 茨 城 県 131,129 2.2 1,372,518 2.2 10.5 21.5

09 栃 木 県 98,483 1.6 973,407 1.5 9.9 15.4

10 群 馬 県 104,556 1.7 989,891 1.6 9.5 16.4

11 埼 玉 県 267,630 4.4 2,777,223 4.4 10.4 70.5

12 千 葉 県 208,091 3.4 2,295,677 3.7 11.0 40.4

13 東 京 都 694,212 11.5 9,520,835 15.1 13.7 317.3

14 神 奈 川 県 315,002 5.2 3,694,587 5.9 11.7 130.4

15 新 潟 県 129,572 2.1 1,169,751 1.9 9.0 10.3

16 富 山 県 59,981 1.0 576,874 0.9 9.6 14.1

17 石 川 県 68,035 1.1 609,917 1.0 9.0 16.3

18 福 井 県 48,087 0.8 420,983 0.7 8.8 11.5

19 山 梨 県 49,611 0.8 414,970 0.7 8.4 11.1

20 長 野 県 122,192 2.0 1,060,563 1.7 8.7 9.0

21 岐 阜 県 113,062 1.9 993,409 1.6 8.8 10.6

22 静 岡 県 194,589 3.2 1,933,029 3.1 9.9 25.0

23 愛 知 県 344,523 5.7 4,006,646 6.4 11.6 66.7

24 三 重 県 88,392 1.5 895,637 1.4 10.1 15.3

25 滋 賀 県 60,746 1.0 665,373 1.1 11.0 15.1

26 京 都 府 131,275 2.2 1,269,015 2.0 9.7 28.5

27 大 阪 府 449,766 7.4 4,894,353 7.8 10.9 237.0

28 兵 庫 県 242,915 4.0 2,444,525 3.9 10.1 28.9

29 奈 良 県 52,342 0.9 497,634 0.8 9.5 14.2

30 和 歌 山 県 55,003 0.9 432,067 0.7 7.9 11.6

31 鳥 取 県 29,344 0.5 269,788 0.4 9.2 8.4

32 島 根 県 40,856 0.7 344,942 0.5 8.4 6.1

33 岡 山 県 89,407 1.5 903,467 1.4 10.1 12.6

34 広 島 県 142,589 2.4 1,439,492 2.3 10.1 16.8

35 山 口 県 70,889 1.2 673,773 1.1 9.5 11.6

36 徳 島 県 42,113 0.7 352,162 0.6 8.4 10.2

37 香 川 県 53,880 0.9 494,038 0.8 9.2 28.7

38 愛 媛 県 72,993 1.2 653,733 1.0 9.0 12.9

39 高 知 県 41,647 0.7 329,236 0.5 7.9 5.9

40 福 岡 県 231,566 3.8 2,421,726 3.9 10.5 46.5

41 佐 賀 県 41,914 0.7 394,499 0.6 9.4 17.2

42 長 崎 県 70,315 1.2 622,715 1.0 8.9 17.1

43 熊 本 県 83,780 1.4 789,424 1.3 9.4 11.3

44 大 分 県 59,861 1.0 555,827 0.9 9.3 9.4

45 宮 崎 県 57,811 1.0 504,898 0.8 8.7 7.5

46 鹿 児 島 県 86,068 1.4 756,625 1.2 8.8 9.4

47 沖 縄 県 70,750 1.2 582,952 0.9 8.2 31.1

経済センサス - 基礎調査（確報）結果 大分県の概要（要約）

事業内容等が不詳の事業所を除いた事業所数は 59,861事業所 （全国に占める割合は

1.0％)、 従業者数は 555,827人 （同 0.9％）

平成21年７月１日現在の大分県の総事業所数は 62,086事業所

（注２） 事業内容等が不詳の事業所を含む。

事業所数 従業者数

大分県の事業所数 （事業内容等が不詳の事業所を除く。） は 59,861事業所、 従業者数は
555,827人

（注１） 「１㎢当たり」 の算出に用いた面積は、 国土交通省国土地理院 「平成20年全国都道府県市区町村別面積調」 による。

表 １ 都道府県別事業所数、 従業者数、 １事業所当たり従業者数及び１k㎡当たり事業所数

全国に占める割合は、九州各県と比べると、 事業所数、 従業者数ともに高い順に第６位
１事業所当たりの従業者数は 9.3人となっており、 全国 （10.4人） より 1.1人少ない
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●

●

●

●

大分県に 大分県に １事業所当たり １km2当たりの

占める割合 占める割合 の従業者数 事業所数

（％） （％） （注）

大 分 県 59,861 100.0 555,827 100.0 9.3 9.4

大 分 市 20,634 34.5 237,369 42.7 11.5 41.2

別 府 市 6,633 11.1 55,419 10.0 8.4 53.0

中 津 市 4,661 7.8 41,678 7.5 8.9 9.5

日 田 市 4,724 7.9 33,007 5.9 7.0 7.1

佐 伯 市 4,537 7.6 32,979 5.9 7.3 5.0

臼 杵 市 2,051 3.4 17,189 3.1 8.4 7.0

津 久 見 市 1,118 1.9 8,255 1.5 7.4 14.1

竹 田 市 1,642 2.7 10,969 2.0 6.7 3.4

豊 後 高 田 市 1,307 2.2 9,940 1.8 7.6 6.3

杵 築 市 1,482 2.5 14,446 2.6 9.7 5.3

宇 佐 市 2,878 4.8 23,822 4.3 8.3 6.6

豊 後 大 野 市 2,020 3.4 15,492 2.8 7.7 3.3

由 布 市 1,653 2.8 16,996 3.1 10.3 5.2

国 東 市 1,640 2.7 15,458 2.8 9.4 5.2

姫 島 村 165 0.3 771 0.1 4.7 24.1

日 出 町 1,036 1.7 10,191 1.8 9.8 14.1

九 重 町 698 1.2 4,679 0.8 6.7 2.6

玖 珠 町 982 1.6 7,167 1.3 7.3 3.4

（注） 「１㎢当たり」 の算出に用いた面積は、 国土交通省国土地理院 「平成20年全国都道府県市区町村別面積調」 による。

市町村において、事業所数、従業者数及び１事業所当たりの従業者数が最も多いのは大分
市、１㎢当たりの事業所数が最も多いのは別府市

表 ２ 市町村別事業所数、 従業者数、 １事業所当たり従業者数及び１k㎡当たり事業所数

事業所数 従業者数

県及び市町村

事業所数を市町村別にみると、大分市が20,634事業所（県に占める割合34.5％）と最も多く、

次いで別府市6,633事業所（同11.1％）、日田市4,724事業所（同7.9％）など
従業者数を市町村別にみると、大分市が237,369人（県に占める割合42.7％）と最も多く、次

いで別府市55,419人（同10.0％）、中津市41,678人（同7.5％）など
１事業所当たりの従業者数を市町村別にみると、大分市が11.5人と最も多く、次いで由布市

10.3人、日出町9.8人など
１㎢当たりの事業所数を市町村別にみると、別府市が53.0事業所と最も多く、次いで大分市

41.2事業所、姫島村24.1事業所など
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２ 産業別の概況

●

●

事業所数、 従業者数ともに最も多い産業は 「卸売業，小売業」

大分類別の事業所数をみると､ 「卸売業，小売業」 が 16,362事業所 （全産業の 27.3％） と
最も多く、 次いで 「宿泊業，飲食サービス業」 が 7,787事業所 （同 13.0％)､ 「建設業」 が
5,867事業所 （同 9.8％） など

従業者数は､ 「卸売業，小売業」 が 110,847人 （全産業の 19.9％） と最も多く、 次いで 「製
造業」 が 77,233人 （同 13.9％)､ 「医療，福祉」 が 74,440人 （同 13.4％） など

図 １ 産業大分類別事業所数及び従業者数の全産業に占める割合
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(参考)
全国

(参考)
全国

(参考)
全国

全産業 59,861 100.0 100.0 555,827 100.0 100.0 9.3 10.4

農林漁業 807 1.3 0.6 8,812 1.6 0.6 10.9 11.4

鉱業，採石業，砂利採取業 36 0.1 0.0 770 0.1 0.0 21.4 10.5

建設業 5,867 9.8 9.7 47,868 8.6 6.9 8.2 7.4

製造業 3,354 5.6 8.9 77,233 13.9 15.6 23.0 18.3

電気･ガス･熱供給･水道業 108 0.2 0.1 2,822 0.5 0.5 26.1 34.0

情報通信業 441 0.7 1.3 6,339 1.1 2.7 14.4 22.1

運輸業、郵便業 1,277 2.1 2.5 26,891 4.8 5.7 21.1 24.3

卸売業，小売業 16,362 27.3 25.7 110,847 19.9 20.2 6.8 8.2

金融業，保険業 1,027 1.7 1.5 12,185 2.2 2.5 11.9 17.3

不動産業、物品賃貸業 3,324 5.6 6.8 10,322 1.9 2.5 3.1 3.8

学術研究，専門・技術サービス業 2,049 3.4 4.0 12,471 2.2 3.0 6.1 7.8

宿泊業，飲食サービス業 7,787 13.0 12.9 51,241 9.2 9.1 6.6 7.3

生活関連サービス業，娯楽業 5,612 9.4 8.5 23,336 4.2 4.4 4.2 5.3

教育，学習支援業 2,317 3.9 3.7 25,887 4.7 4.9 11.2 13.7

医療，福祉 3,856 6.4 6.2 74,440 13.4 10.2 19.3 17.0

複合サービス事業 584 1.0 0.6 5,043 0.9 0.6 8.6 10.5

サービス業（他に分類されないもの） 4,478 7.5 6.2 38,019 6.8 7.5 8.5 12.5

公務（他に分類されるものを除く） 575 1.0 0.7 21,301 3.8 3.0 37.0 46.1

事業所数 従業者数
１事業所
当たり

従業者数

全産業に
占める

割合(％)

全産業に
占める

割合(％)

産 業 大 分 類

表 ３ 産業大分類別事業所数、 従業者数及び１事業所当たり従業者数 （県内全事業所）
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●

●

順
位

順
位

Ｉ 卸売業，小売業 16,362 100.0 100.0 110,847 100.0 100.0

1 2 60 その他の小売業 ＊1 5,138 31.4 28.4 1 29,993 27.1 22.5 2

2 1 58 飲食料品小売業 4,720 28.8 24.3 2 34,004 30.7 25.3 1

3 3 59 機械器具小売業 1,693 10.3 10.1 4 9,151 8.3 7.8 4

4 9 57 織物・衣服・身の回り品小売業 1,348 8.2 10.2 3 5,213 4.7 5.9 8

5 7 54 機械器具卸売業 819 5.0 7.2 5 5,922 5.3 9.4 3

6 5 55 その他の卸売業 ＊2 814 5.0 6.2 6 6,032 5.4 7.6 5

7 4 52 飲食料品卸売業 808 4.9 5.0 8 7,871 7.1 6.9 6

8 8 53 建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 759 4.6 5.8 7 5,743 5.2 6.0 7

9 10 61 無店舗小売業 100 0.6 0.8 10 500 0.5 0.9 11

10 11 51 繊維・衣服等卸売業 91 0.6 1.7 9 443 0.4 2.3 10

11 6 56 各種商品小売業 ＊3 66 0.4 0.3 11 5,941 5.4 5.0 9

12 12 50 各種商品卸売業 ＊4 6 0.0 0.0 12 34 0.0 0.3 12

＊1 医薬品・化粧品小売業、 書籍・文房具小売業、家具・建具・畳小売業など

＊2 医薬品・化粧品等卸売業、 紙・紙製品卸売業など

＊3 百貨店、 総合スーパーなど

＊4 総合商社、 貿易商社など

「卸売業，小売業」では、事業所数が最も多い産業は「その他の小売業」、従業者数が最も多い
産業は「飲食料品小売業」

大分類
に占める

割合
(％)

(参考)
全国

従業者数

産業中分類別の「卸売業，小売業」 の事業所数は､ 「その他の小売業」 が 5,138事業所
（｢卸売業，小売業」 全体の 31.4％） と最も多く、 次いで 「飲食料品小売業」 が 4,720事業所

（同 28.8％)､ 「機械器具小売業」 が 1,693事業所 （同 10.3％） など
従業者数は、 ｢飲食料品小売業」 が 34,004人 （｢卸売業，小売業」 全体の 30.7％） と最も

多く、次いで 「その他の小売業」 が29,993人 （同 27.1％)､ 「機械器具小売業」 が 9,151人

（同 8.3％） など

表 ４ 「卸売業，小売業」 における産業中分類別事業所数及び従業者数

事
業
所
数
順
位

従
業
者
数
順
位

産業中分類 事業所数
大分類

に占める
割合
(％)

(参考)
全国
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●

●

順
位

順
位

Ｅ 製造業 3,354 100.0 100.0 77,233 100.0 100.0

1 1 24 食料品製造業 743 22.2 9.8 3 10,279 13.3 13.2 1

2 13 12 木材・木製品製造業（家具を除く） 344 10.3 2.9 13 2,405 3.1 1.4 22

3 16 13 家具・装備品製造業 250 7.5 4.8 8 1,877 2.4 1.8 18

4 19 32 その他の製造業 ＊1 230 6.9 6.6 6 1,260 1.6 2.9 15

5 5 21 窯業・土石製品製造業 225 6.7 4.3 10 4,816 6.2 3.3 13

6 6 24 金属製品製造業 211 6.3 12.8 1 3,327 4.3 8.1 3

7 17 15 印刷・同関連業 205 6.1 7.2 5 1,782 2.3 4.6 9

8 4 31 輸送用機械器具製造業 194 5.8 3.9 11 7,608 9.9 10.7 2

9 14 11 繊維工業 143 4.3 10.3 2 2,017 2.6 5.0 7

10 15 10 飲料・たばこ・飼料製造業 114 3.4 1.7 18 1,924 2.5 1.5 21

11 11 26 生産用機械器具製造業 110 3.3 7.8 4 2,688 3.5 6.7 4

12 9 18 プラスチック製品製造業 97 2.9 4.6 9 2,752 3.6 4.5 10

13 3 28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 77 2.3 2.1 16 9,044 11.7 5.9 6

14 7 29 電気機械器具製造業 76 2.3 3.7 12 3,045 3.9 6.0 5

15 18 25 はん用機械器具製造業 67 2.0 5.0 7 1,578 2.0 4.4 11

16 12 16 化学工業 54 1.6 1.9 17 2,582 3.3 4.9 8

17 8 27 業務用機械器具製造業 38 1.1 2.2 15 3,026 3.9 3.0 14

18 22 14 パルプ・紙・紙加工品製造業 37 1.1 2.4 14 587 0.8 2.5 16

19 2 30 情報通信機械器具製造業 33 1.0 0.9 23 9,557 12.4 3.4 12

20 10 22 鉄鋼業 33 1.0 1.3 19 2,717 3.5 2.4 17

21 21 19 ゴム製品製造業 26 0.8 1.1 21 601 0.8 1.6 20

22 20 23 非鉄金属製造業 21 0.6 1.0 22 1,208 1.6 1.6 19

23 23 17 石油製品・石炭製品製造業 19 0.6 0.3 24 514 0.7 0.3 24

24 24 20 なめし革・同製品・毛皮製造業 7 0.2 1.3 20 39 0.1 0.5 23

＊1 貴金属・宝石製品製造業、時計・同部品製造業、楽器製造業など

「製造業」では、事業所数、従業者数ともに最も多い産業は「食料品製造業」

事
業
所
数
順
位

従
業
者
数
順
位

産業中分類

産業中分類別の「製造業」の事業所数は、「食料品製造業」が743事業所（「製造業」全体の

22.2％）と最も多く、次いで「木材・木製品製造業（家具を除く）」が344事業所（同

10.3％）、「家具・装備品製造業」 250事業所（同 7.5％）など
従業者数は、「食料品製造業」が10,279人（「製造業」全体の13.3％）と最も多く、次いで

「情報通信機械器具製造業」が9,557人（同12.4％）、「電子部品・デバイス・電子回路製造

業」9,044人（同11.7％）など

表 ５ 「製造業」における産業中分類別事業所数及び従業者数

事業所数 従業者数
大分類

に占める
割合
(％)

大分類
に占める

割合
(％)

(参考)
全国

(参考)
全国
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●

●

市町村別に全産業に占める産業大分類別事業所数の割合をみると、 「卸売業，小売業」 が

最も高い市町村は姫島村（33.9％）、中津市（29.4％）など17市町村

図 ２ 市町村、 産業大分類別事業所数の全産業に占める割合

事業所数の割合が最も高い産業大分類は、17市町村では「卸売業，小売業｣､ 九重町では「宿
泊業，飲食サービス業」

「宿泊業，飲食サービス業」 が最も高いのは九重町(24.5％）
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●
●
●

従業者数の割合が最も高い産業大分類は６市町が 「製造業｣､９市町村が 「卸売業，小売業｣､
１町が「宿泊業，飲食サービス業」、２市が 「医療，福祉｣

図 ３ 市町村、産業大分類別従業者数の全産業に占める割合

市町村別に全産業に占める産業大分類別従業者数の割合をみると､ 「製造業」 が最も高い

のが国東市（39.4％）、 杵築市（28.4％）など６市町
「卸売業，小売業」 が最も高いのが姫島村（23.2％）、 別府市（22.6％）など９市町村
「宿泊業，飲食サービス業」 が最も高いのが九重町（21.4％）の１町
「医療，福祉」 が最も高いのが由布市(20.7％）及び豊後大野市（19.1％）の２市
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●

図 ４ 産業大分類別従業者数の男女比

従業者数の男女比は、 男性が 「鉱業，採石業，砂利採取業｣、 女性が 「医療，福祉」 で最も

高い

産業大分類別に従業者数の男女比をみると､ 男性は 「鉱業，採石業，砂利採取業」
（92.7％）､ 「電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業」 (91.4％)､ 「運輸業，郵便業」 (84.4％)､ 「建設

業」 (84.2％） などで高い
女性は 「医療，福祉」 (75.8％)､ 「宿泊業，飲食サービス業」 (66.8％)､ 「生活関連サービス

業，娯楽業」 (57.8％） などで高い
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※ 男女別が不詳の従業者を含むため、 男性と女性の比率の合計は、 100.0％にならない場合がある。
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●

●

（注）「正社員・正職員以外の雇用者」とは､「正社員・正職員以外」と「臨時雇用者」を合算したものである。

図 ５ 雇用者の産業大分類、従業上の地位別割合 （民営、非農林水産業）

雇用者に占める 「正社員・正職員以外の雇用者」 の割合が最も高い産業大分類は 「宿泊業，
飲食サービス業」

産業大分類ごとに雇用者に占める 従業者数の割合をみると、｢正社員・正職員｣ は ｢
電気・ガス・熱供給・水道業｣(95.1％）が最も高く、次いで｢鉱業，採石業，砂利採取

業｣(93.4％)､ ｢情報通信業｣(84.0％）など
｢正社員・正職員以外の雇用者｣ は「宿泊業，飲食サービス業｣(72.7％）、「卸売

業，小売業」(52.1％)､「生活関連サービス業，娯楽業」(49.9％）などで高い
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「派遣従業者数比率」 が最も高い産業大分類は 「金融業，保険業」

●

●

●

（注1）

（注2）

従業者数

（参考） （参考） （参考）

(A) 全国 (B) 全国 (B/A) 全国

全産業（公務を除く） 512,864 100.0 100.0 11,634 100.0 100.0 2.3 2.8

農林漁業 8,776 1.7 0.6 66 0.6 0.3 0.8 1.4

鉱業，採石業、砂利採取業 817 0.2 0.1 55 0.5 0.1 6.7 2.7

建設業 47,858 9.3 7.4 656 5.6 5.5 1.4 2.1

製造業 78,765 15.4 17.0 2,874 24.7 23.8 3.6 4.0

電気・ガス・熱供給・水道業 1,776 0.3 0.4 11 0.1 0.5 0.6 4.0

情報通信業 6,400 1.2 3.1 273 2.3 9.3 4.3 8.7

運輸業，郵便業 27,052 5.3 6.2 369 3.2 7.9 1.4 3.6

卸売業，小売業 114,311 22.3 21.8 3,998 34.4 15.2 3.5 2.0

金融業，保険業 13,106 2.6 2.9 1,040 8.9 7.3 7.9 7.3

不動産業，物品賃貸業 10,347 2.0 2.7 159 1.4 2.2 1.5 2.4

学術研究，専門・技術サービス業 10,716 2.1 3.1 256 2.2 4.4 2.4 4.1

宿泊業，飲食サービス業 50,797 9.9 9.8 276 2.4 3.5 0.5 1.0

生活関連サービス業，娯楽業 23,094 4.5 4.7 394 3.4 3.9 1.7 2.4

教育，学習支援業 11,194 2.2 3.0 127 1.1 2.1 1.1 2.0

医療，福祉 69,874 13.6 9.7 445 3.8 5.3 0.6 1.6

複合サービス事業 5,045 1.0 0.7 15 0.1 0.1 0.3 0.5

サービス業（他に分類されないもの） 32,936 6.4 7.0 620 5.3 8.5 1.9 3.5

なお、「事業従事者数」とは、当該事業所で実際に働いている人の数、すなわち､「従業者数」か

ら「別経営の事業所への派遣従業者数」を除き､「別経営の事業所からの派遣従業者数」を含めた数を

いう。

「別経営の事業所からの派遣従業者数｣（注１）は11,634人、「派遣従業者比率」（注

２）は2.3％

「別経営の事業所からの派遣従業者数」とは、いわゆる労働者派遣法にいう派遣労働者のほかに、在

籍出向など出向元に籍がありながら当該事業所に来て働いている人の数をいう。

｢派遣従業者数比率」とは、「事業従事者数」に占める「別経営の事業所からの派遣従業者数」の割合

である。

産業大分類別の派遣従業者数が最も多いのは「卸売業，小売業」の3,998人 (｢別経営

の事業所からの派遣従業者数｣全体の34.4％)、次いで ｢製造業｣の2,874人(同 24.7％)
産業大分類別の「派遣従業者数比率」が最も高いのは ｢金融業，保険業｣ (7.9％) 、

次いで ｢鉱業，採石業，砂利採取業｣ (6.7％)

表 ６ 産業大分類別事業従事者数、別経営の事業所から派遣従業者数及び派遣従業者数比率 （民営）

産業大分類

事業従事者数 別経営の事業所からの派遣 派遣従業者数
比率(%)全産業

に占め
る割合

(%)

全産業
に占め
る割合

(%)
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3 企業等の概況

●
●
●

会社企業 会社以外の法人

44,525 19,715 16,038 3,677 24,810

100.0 44.3 36.0 8.3 55.7

4,480,753 2,054,519 1,805,545 248,974 2,426,234

100.0 45.9 40.3 5.6 54.1

企業等の数の９割超は「単一事業所企業」

区分 総数
法人 個人経営

「個人経営」 及び 「会社以外の法人」 を含む企業等の数は44,525企業。 そのうち 「会社企

業」 は16,038企業

大分県の 「個人経営」 及び 「会社以外の法人」 を含む企業等の数は44,525企業
そのうち、 「個人経営」 が24,810企業 （企業等全体の55.7％）
「法人」 のうち、 「会社企業」（株式会社 （有限会社を含む）、合名会社、合資会社、合同

会社及び相互会社） は16,038企業 （同 36.0％）

表 ７ 経営組織別企業等の数

大
分
県

企業等の数

割合（％）

全
国

企業等の数

割合（％）
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●
●

●

図 ６ 経営組織、 企業類型別企業等の数、 事業所数及び従業者数の割合

企業等の数全体に占める「単一事業所企業」（注１）の割合は94.6％
企業類型別の従業者数の割合は、「単一事業所企業」（58.1％）が「複数事業所企業」(注２）

（41.9％）を上回る
支所数10以上の企業等の数の割合は0.2％、従業者数の割合は14.7％

（注１） 単一事業所企業：１事業所のみの企業等をいう。

（注２） 複数事業所企業：本所等と支所等による複数の事業所を持つ企業等をいう。

単一事業所企業 複数事業所企業（うち支所数10以上）

94.6

81.5

58.1

5.4

18.5

41.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

企業等の数

事業所数

従業者数 (14.7)

(6.2)

(0.2)
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企業数に占める資本金１億円以上の企業の割合が最も高い企業産業分類は 「電気・ガス・熱

供給・水道業」

図 ７ 企業産業大分類、 資本金階級別企業数の割合 （会社企業）

● 資本金階級別の企業数(注）をみると、 「1,000万円未満」が企業全体の69.0％
● 企業産業大分類別にみると、 資本金 「1,000万円未満」 の割合が最も高いのは 「複合サー

ビス事業」 （100.0％）、 「1～50億円未満」 及び 「50億円以上」 の割合が最も高いのは 「電

気・ガス・熱供給・水道業」 （それぞれ 40.0％、 20.0％）

（注） ここでいう「企業数」は「会社企業」の数を示す。

69.0

85.0

24.0

66.3

58.2

24.6

12.7

56.0

28.1

30.5

20.0

8.0

4.2

4.1

4.0

4.7

20.0

8.0

40.0 20.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業（公務を除く）

農林漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

1～50

億円未満

50億円以上
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59.4

42.6

71.7

79.8

70.9

70.1

79.2

70.8

70.7

89.5

100.0

71.6

20.0

26.6

43.4

22.7

14.7

24.1

27.0

14.1

19.3

17.2

9.2

25.6

5.4

4.0

20.0

4.0

40.0

6.8

20.0電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス

業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されない

もの）

1,000万円未満 3,000～

5,000万円未満

5,000～

1億円未満

資本金不詳

1,000～

3,000万円未満
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１ 調査の目的

２ 調査の対象

(1) 一定の場所（１区画）を占めて、単一の経営主体のもとで経済活動が行われていること

(2) 従業者と設備を有して、物の生産や販売、サービスの提供が継続的に行われていること

３ 調査事項

事業所の所在地、事業の種類、従業者数、開設時期などを調査

４ 調査の時期

調査期日は、平成 21 年 7 月 1 日現在

平成21年経済センサス‐基礎調査の概要

平成 21 年経済センサス‐基礎調査は、事業所及び企業の経済活動の状態を調査し、全ての

産業分野における事業所及び企業の従業者規模等の基本的構造を全国的及び地域的に明らか

にするとともに、各種統計調査実施のための基礎資料を得ることを目的 としています。

調査日現在、国内に所在する全ての事業所及び企業（農林漁家に属する個人経営の事業所、

家事サービス業及び外国公務に属する事業所を除く）
事業所とは、経済活動が行われている場所ごとの単位で、原則として次の条件を備えているも

のをいう。
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５ 調査の方法

６ 公表（予定）時期及び概要

(1) 速報集計：平成 23 年 3 月 1 日

(2) 確報集計：平成 23 年 6 月 3 日

(3) 確報集計（町丁・大字別集計及び調査区別集計）：平成 23 年 6 月 30 日

(4) 親会社と子会社の名寄せによる集計：平成 23 年 12 月下旬

この報告書についてのお問い合わせは、下記あてにお願いします。

大分県企画振興部統計調査課産業統計班

〒８７０－８５０１ 大分市大手町３丁目１番１号

電 話：（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ） ０９７－５０６－２４４９

ＦＡＸ ：０９７－５０６－１７２７

国、都道府県、市町村による調査は、国、都道府県又は市町村がインターネツト又は郵送により

調査票を配布・回収

調査員による調査は、調査員が直接調査対象事業所を訪問して調査票を配布・回収

調査は、対象となる事業所及び企業の規模に応じて、調査員による調査と国、都道府県、市町

村による調査に分けて実施
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（参考）

○

○

○

【調査目的】

【法的根拠】統計法（平成19年法律第53号）に基づく基幹統計調査

この調査は、我が国の全ての事業所及び企業を対象に、全産業分野の売上（収入）金額や費

用などの経理項目を同一時点で網羅的に把握する我が国唯一の調査であり、日本の経済力を

知るための重要な調査です。

平成24年経済センサス‐活動調査の実施について

―経済の国勢調査を実施します―

総務省統計局・経済産業省・都道府県・市町村は、各府省等と連携を図りながら、平成24年２

月１日現在で、統計法に基づく基幹統計調査として、経済センサス‐活動調査を初めて実施し

ます。

調査結果は、経済政策、産業振興政策、中小企業政策、雇用対策など、国及び地方公共団体

における様々な政策決定のための重要な基礎資料として活用されるほか、企業の経営計画な

どの参考資料など公共財として国民の様々な意思決定のための有用な資料として活用されま

す。

我が国の全産業分野における事業所及び企業の経済活動の状況を全国的及び地域

別に明らかにするとともに、事業所及び企業を調査対象とする各種統計調査の精度

向上に資する母集団情報を得ることを目的
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【法的根拠】統計法（平成19年法律第53号）に基づく基幹統計調査

【調査期日】

【調査対象】全国全ての事業所及び企業

【調査事項】

【調査方法】＜単独事業所及び新設事業所＞

・

＜支社等を有する企業、一定規模以上の製造業の事業所、純粋持株会社＞

・

・

【結果公表】速報集計は平成25年１月、確報集計は平成25年夏頃から順次公表

～平成24年経済センサス‐活動調査に関するお問い合わせはこちらへ～

大分県企画振興部統計調査課産業統計班

〒８７０－８５０１ 大分市大手町３丁目１番１号

電 話：（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ） ０９７－５０６－２４４９
ＦＡＸ ：０９７－５０６－１７２７

企業本社に対し、支社・支店等の調査票を含め平成24年１月までに調査票を郵送

し、２月から回収（本社一括調査）
調査票の送付に先立ち、企業の支社・支店等の新設・廃止や事業内容等を確認す

るため、平成23年６月から、対象企業の本社あてに「事業所等確認票」を郵送し、

回収

平成24年2月1日

事業所及び企業の名称・所在地、従業者数、経営組織、事業内容、売上（収入）金

額、費用、事業別売上高、売場面積等の産業特性事項

都道府県知事が任命する調査員が、平成24年１月までに調査票を配布し、２月か

ら回収（一部の積雪地域では市町村が郵送で回収）
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